
建物種別 建築物（非住宅・一般部門） 区分 新築

建物名称 所在地 東京都港区

用途 事務所/物販店/飲食店/ホテル/集会所/その他 延床面積 252,993 ㎡

設計者 日本設計株式会社 施工者 未定

事業期間 平成22年度～平成28年度 CASBEE S（BEE=3.7）

H22-
2-1

事業
概要

環状第二号線新橋・虎ノ門地区第二種市街地再開発
事業Ⅲ街区（略称：環Ⅱ・Ⅲ街区）

概評

省CO2技術を網羅的に導入した都心部の大規模再開発に伴い、周辺街区に省CO2対策を促す取り組みを具

体化し、地域全体の省CO2を実現しようとする試みには先導性があり、他の大型プロジェクトの波及につながる

点を評価した。特に、クラウド型コンピューティングサービスを用いて、隣接する大規模街区や周辺の中小規模
街区を巻き込み、継続的な省エネ活動を推進する取り組みを評価した。

環状第二号線新橋・虎ノ門地区第二種市街地
再開発事業Ⅲ街区（略称：環Ⅱ・Ⅲ街区）

森ビル株式会社

提案
概要

テナント志向型スマートLED照明システムの導入や、潜熱・顕熱分離空調を採用し、それに見合う冷熱2ソース
（7℃,13℃）、温熱37℃の熱媒を高効率製造により提供する超高効率熱源LOBASシステムの導入などによる

省CO2技術に加え、住民や来街者などに気づきを与える見える化システムにより、日常生活（EV利用、公共交

通利用、自転車通勤、ランニング）の中で、エコライフを促す仕組みをハードとソフト両面で実践しエコ行動を誘
発する。

 

 

提案の全体像 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

新橋・虎ノ門エリアの課題 

● 建物老朽化による環境性
能の劣化 

● 自然環境の減少 

● 居住機能・地域コミュニ
ティ機能の低下 

● 街の魅力・地位低下 

エリアコンセプト（将来像）

● 建物機能更新によるスマ

ートシティ化 
● 人々が憩う緑豊かな街 

● 様々な機能が高次に複合
した想像力に溢れる街 

Ⅲ街区コンセプト 

『環境共生型高次複合拠点』

新橋虎ノ門エリアの再興の象
徴となる緑溢れる環境のもと

様々な都市活動が行われる知

識情報産業拠点 

街区の省ＣＯ2 化の 

先進・先端的取組 エリアへ波及・普及展開 
エリア課題の解決 

魅力・地位向上 

 ■提案１：テナント志向型スマートオフィ

ス空間の提供 
・テナント志向型スマート LED 照明システム 

・ＦＭ向けテナントエネルギーWEB システム 

【その他ベースとなる省エネ・省ＣＯ2技術】 
・太陽光発電約５０ｋW  

・熱負荷低減ペリシステム 

（Low-E ガラス,日射追尾制御ﾌﾞﾗｲﾝﾄﾞ，簡易ｴｱﾌﾛｰ） 

・ＩＰＭモーター 

・大規模蓄熱槽，大温度差送水，可変揚程ＶＷＶ制御 

・外気冷房，ナイトパージ，ＣＯ2制御 

・セキュリティ連動照明空調停止制御 

・中水，雨水再利用 

・共用部ＬＥＤ、人感センサー制御 

・住宅次世代省エネ基準断熱 

・住宅高効率給湯，全熱交換機 

■提案５：エコライフを促す仕組み 

・いつでもどこでも見える化 

（館内映像システムー＋ＷＥＢシステム） 

・住宅見える化システム 

・ＥＶ充電装置 

・ＥＶタクシー専用乗降場 

・オフセットカンファレンス 

・自転車通勤奨励施設 

・ドライミスト 

・憩える緑地空間の提供 

■提案２：超高効率熱源 LOBAS 

＋徹底計量 BEMS 
・潜熱／顕熱分離空調システム 

・大型大深度蓄熱槽の設置 

（熱媒 3ソース化 7℃/13℃/37℃） 

・空調機廻り、テナント専用部を詳細徹底計量 

■提案３：超高層ドラフト対策システム 
・ELV シャフト冷却システム 

・インターロック式風除室ドアシステム 

■提案４：エリアカーボンハーフへの展開 
・クラウド型テナントエネルギーWEB システム 

※ 積極的な緑化への取組 

緑の“量”の確保 緑化率 44％ 

緑の“質”の確保 生物多様性配慮 
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省 CO2技術とその効果 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
照明 

断熱

■提案 1：テナント志向型スマートオフィス空間の提供（図１） 

①スマート LED 照明システム 

テナントが自由に照度・点灯エリア・スケジュールを選択するスマート LED 照明システム 

②テナントエネルギーWEB システム 

テナント専有部の使用エネルギーを WEB 経由で見える化し省エネ推進を促すシステム 

③外装システム 

外装フィン、太陽追尾型ブラインド、簡易エアフローシステムの採用により窓際空間の快適性を向上させ

る快適ペリメーターシステム 

 

  

ターボ
冷凍機

37℃ 

[低温水] 
顕熱処理 

13℃ 

[中温冷水] 
顕熱処理 

ターボ
冷凍機

ターボ
冷凍機

冷
却
塔

約10万㎡の全オフィス空調に導入 

7℃ 
ターボ
冷凍機

熱回収
ﾀー ﾎﾞ冷凍機

ボイラ
44℃ 

[冷水] 
外気潜熱処理

[温水] 

汎用ﾀｰﾎﾞ

熱回収 

大温度差

排熱

熱交換器

排熱

ホテル 
商業 

オフィス

LOBASデザイン LOBAS=Low-carbon Building and Area Sustainability 

LOBAS 熱源
中間温度製造に
よる高 COP 運転

LOBAS空調

6 管式 
・低温水37℃ 

・中温冷水 13℃

・冷水 7℃ 

蓄熱槽 

蓄熱槽 

ｼﾘﾝﾀﾞｰ型大規模 
竪型蓄熱槽 

ｼﾘﾝﾀﾞｰ型大規模 
竪型蓄熱槽 

クラウド型テナントエネルギーWEBシステム

DB

ビル管理会社

自動計測
森ビル

省エネ委員会

継続的な省エネ活動推進継続的な省エネ活動推進

テナント
省エネ委員会

テナントエネルギ使用実績と
省エネノウハウを提供

DB

エネルギー使用量の登録
省エネノウハウのDB化

省エネノウハウ提供

ビルオーナー

森ビルテナント志向型エネルギーWEBシステム

SaaSアﾌﾟﾘｹｰｼｮﾝﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ

BEMS入力

クラウド

森ビル IDC

テナント テナント

省エネ活動
ノウハウ蓄積

地域貢献「テナントエネルギー見える化」サービス事業

中小規模街区（協議会、他エリア）中小規模街区（協議会、他エリア）大規模街区 （本PJ、隣接街区）大規模街区 （本PJ、隣接街区）

地域全体のCO2削減

 

■提案 4：エリアカーボンハーフへの展開（図３） 

⑧クラウド型テナントエネルギーWEB システム 

森ビルの 100 棟以上の豊富な実績ノウハウを盛込んだ

テナントエネルギーWEB システムをクラウド型システ

ムとして汎用化、エリアへの導入を促進する。特に削

減が難しいといわれる中小規模ビルへの波及・普及効

果は高く、エリア全体の削減に寄与。 

 

■提案 5：エコライフを促す仕組み 

⑨太陽光発電システム 約 50ｋW 

⑩共用部、住宅専用部見える化システムの採用 

⑪EV 対応、ランニング・バイク施設設置 

⑫共用部照明の LED 化 

■提案2：超高効率熱源 LOBAS システム（図２）＋徹底計量

ＢＥＭＳ 

④LOBAS 熱源システム 

潜熱・顕熱分離空調を踏まえた、中間温度１３℃製造

による高効率運転を可能とし、大型大深度蓄熱槽を設

置（熱媒 3ソース化 7℃/13℃/37℃）。また、熱回収

により温水（37℃）製造を行う。 

⑤徹底計量 BEMS 

空調機廻り、テナント専用部を詳細計量し見える化を

徹底する。 

 

■提案 3：超高層ドラフト対策システム 

⑥ＥＬＶシャフト冷却システム 

超高層ビル特有の現象であるドラフト現象を、ELV シ

ャフトを冷却することで解消する。 

⑦インターロック式風除室ドアシステム 

ビル内への外気の進入を最小限にとどめるよう、イン

ターロック方式の風除室ドアを設置する。 

 

 

図 1 

図２ 

図３ 
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建物種別 建築物（非住宅・一般部門） 区分 新築

建物名称 所在地 埼玉県北足立郡

用途 病院/その他 延床面積 95,608 ㎡

設計者 施工者 戸田建設株式会社

事業期間 平成22年度～平成26年度 CASBEE

埼玉県立がんセンター

（基本設計）山下設計
（実施設計）戸田建設株式会社
（計画支援）東京ガス株式会社

概評

自治体の大型医療施設を中心に、既設建築物を含む複数建物間で電力・熱・ITを統合化するスマートエネル
ギーネットワークを構築し、融通型面的エネルギーシステムを具体化しており、その先進性を評価した。特に、
周辺の既設建築物を巻き込んで面的エネルギー利用を展開する点や、自治体の基金制度を活用して関係者

の省CO2意識向上を図る点などについては、他の自治体への波及が期待できる取り組みとして評価した。

新築　　　:S（BEE=3.5）
既築　　　:B-、B+（BEE=0.9～1.0）
改修　　　:B-→B+（BEE=1.0→1.2）
    　　　　 B+→A（BEE=1.2→1.6）
まちづくり:A（BEE=1.8）

事業
概要

埼玉メディカルパーク・
スマートエネルギーネットワークの構築

埼玉県 病院局

提案
概要

埼玉県立がんセンターの移転新設に伴い、新築・既築および将来跡地利用計画等を含めての環境配慮型専
門医療タウンとしての再整備にあわせて、エリア内を統合する面的なエネルギーネットワークを構築する。ま
た、大規模な再生可能エネルギーや最新の高効率熱源設備等の導入、地域一体での最適運用を図るととも

に、院内をはじめとして省CO2推進体制を整備するなど、ソフト面でもエリア一体となった省CO2・省エネルギー

につながる多面的な取組みを推進する。

H22-
2-2

 

提案の全体像 

埼玉県の環境スローガン『ストップ温暖化・埼玉ナビゲーション２０５０』を率先する先導的取組み

として、現在計画している埼玉県立がんセンターの移転新設計画に伴い、新築建物３棟・既築建物６棟

および将来の跡地利用計画等を含め環境配慮型専門医療タウンとしての一体再整備をおこなう。あわせ

て、エリア内を統合する面的なエネルギーネットワークを構築し、大規模な再生可能エネルギー、最新

の高効率天然ガスＣＧＳおよび高効率熱源設備等を導入し、地域一体での最適運用を図るとともに、院

内をはじめとして省ＣＯ２推進体制を整備するなど、ソフト面でもエリア一体となった省ＣＯ２・省エネ

ルギーにつながる多面的な取組みを推進する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③第１看護師公舎(新築)
床面積：1,845㎡
戸数：60戸
階数：地上５階

⑦第３看護師公舎（既築）
床面積：1,291㎡
戸数：40戸
階数：地上４階

①埼玉県立がんセンター（新築）
床面積：60,440㎡（５００床）
階数：地上11階、地下1階

 

⑤東館・研究所、動物舎
（既築・一部増築）
床面積7,729㎡
階数：地上６階
地下１階

対象敷地面積２３.５ha

北

②がん医師公舎（新築）
床面積：2,748㎡
戸数：42戸
階数：地上５階

⑨看護師公舎（既築）
床面積：1,200㎡
戸数：40戸
階数：地上４階

⑥第２看護師公舎（改修）
床面積：895㎡
戸数：30戸
階数：地上３階

⑧精神医師公舎（既築）
床面積：735㎡
戸数：9戸
階数：地上３階

④精神医療センター（既築）
床面積：18,724㎡
・新館9,454㎡
・本館6,780㎡
・増築2,487㎡
階数：地上３階、地下１階

共同溝

・電力・熱配管・情報通信・衛生配管等を共同溝内に敷設

・将来、エリア内水素ネットワーク等にも対応可能

・高耐久、低熱損失ＰＥ地域配管を採用

（ライフサイクルでの環境負荷低減）

・電力・熱配管・情報通信・衛生配管等を共同溝内に敷設

・将来、エリア内水素ネットワーク等にも対応可能

・高耐久、低熱損失ＰＥ地域配管を採用

（ライフサイクルでの環境負荷低減）

電力・熱・情報通信
ネットワーク

③第１看護師公舎(新築)
床面積：1,845㎡
戸数：60戸
階数：地上５階

⑦第３看護師公舎（既築）
床面積：1,291㎡
戸数：40戸
階数：地上４階

①埼玉県立がんセンター（新築）
床面積：60,440㎡（５００床）
階数：地上11階、地下1階

 

⑤東館・研究所、動物舎
（既築・一部増築）
床面積7,729㎡
階数：地上６階
地下１階

対象敷地面積２３.５ha

北

②がん医師公舎（新築）
床面積：2,748㎡
戸数：42戸
階数：地上５階

⑨看護師公舎（既築）
床面積：1,200㎡
戸数：40戸
階数：地上４階

⑥第２看護師公舎（改修）
床面積：895㎡
戸数：30戸
階数：地上３階

⑧精神医師公舎（既築）
床面積：735㎡
戸数：9戸
階数：地上３階

④精神医療センター（既築）
床面積：18,724㎡
・新館9,454㎡
・本館6,780㎡
・増築2,487㎡
階数：地上３階、地下１階

共同溝

・電力・熱配管・情報通信・衛生配管等を共同溝内に敷設

・将来、エリア内水素ネットワーク等にも対応可能

・高耐久、低熱損失ＰＥ地域配管を採用

（ライフサイクルでの環境負荷低減）

・電力・熱配管・情報通信・衛生配管等を共同溝内に敷設

・将来、エリア内水素ネットワーク等にも対応可能

・高耐久、低熱損失ＰＥ地域配管を採用

（ライフサイクルでの環境負荷低減）

③第１看護師公舎(新築)
床面積：1,845㎡
戸数：60戸
階数：地上５階

⑦第３看護師公舎（既築）
床面積：1,291㎡
戸数：40戸
階数：地上４階

①埼玉県立がんセンター（新築）
床面積：60,440㎡（５００床）
階数：地上11階、地下1階

 

⑤東館・研究所、動物舎
（既築・一部増築）
床面積7,729㎡
階数：地上６階
地下１階

対象敷地面積２３.５ha

北

②がん医師公舎（新築）
床面積：2,748㎡
戸数：42戸
階数：地上５階

⑨看護師公舎（既築）
床面積：1,200㎡
戸数：40戸
階数：地上４階

⑥第２看護師公舎（改修）
床面積：895㎡
戸数：30戸
階数：地上３階

⑧精神医師公舎（既築）
床面積：735㎡
戸数：9戸
階数：地上３階

④精神医療センター（既築）
床面積：18,724㎡
・新館9,454㎡
・本館6,780㎡
・増築2,487㎡
階数：地上３階、地下１階

共同溝

・電力・熱配管・情報通信・衛生配管等を共同溝内に敷設

・将来、エリア内水素ネットワーク等にも対応可能

・高耐久、低熱損失ＰＥ地域配管を採用

（ライフサイクルでの環境負荷低減）

・電力・熱配管・情報通信・衛生配管等を共同溝内に敷設

・将来、エリア内水素ネットワーク等にも対応可能

・高耐久、低熱損失ＰＥ地域配管を採用

（ライフサイクルでの環境負荷低減）

電力・熱・情報通信
ネットワーク
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省 CO2技術とその効果 

 

 Ⅰ 新築・既築建物を融合したスマートエネルギーネットワークの構築 

・エリア内の複数建物間を電力統合すると共に、熱エネルギーの融通配管および情報通信等を相互融

通するための面的ネットワークを整備し、エリア内での電力・熱エネルギー需給を最適制御すること

でエリア全体での省ＣＯ２化を図る。 

 

Ⅱ 新がんセンターを中核とした高効率熱源機器の導入等による地域一体での省ＣＯ２への取り組み 

・地域一体となって油燃料から都市ガス燃料への燃料転換をはかるとともに、新築がんセンターに設

置する最新型の高効率熱源設備から地域のベースとなる熱供給を行うことにより、既築部分を取り込

んだエリア全体の熱効率の向上・ＣＯ２排出量の大幅な削減につなげる。 

・既築建物の老朽化した熱源設備の更新、最新型天然ガスコージェネレーションによる高効率発電お

よび廃熱の有効利用、太陽熱利用設備および太陽光発電設備等再生可能エネルギーの大規模導入等を

行い、エリア一体での省ＣＯ２化に取り組む。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ⅲ ＡＥＭＳ（ｴﾘｱ･ｴﾈﾙｷﾞｰﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄｼｽﾃﾑ）機能によるエリア一体での統括制御、及び見える化・見せる化

などソフト面による省ＣＯ２化の推進 

・各施設の BEMS、HEMS 機能を統合管理・制御する AEMS（ｴﾘｱ･ｴﾈﾙｷﾞｰﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄｼｽﾃﾑ）機能により、エ

リア内各機器の運用やエネルギー融通等の最適化制御により省ＣＯ２化を推進する。 

・エリア内での見える化、見せる化システムをはじめ県の

基金制度の活用等により、エネルギーコミュニティ内にお

ける職員等の環境意識・省ＣＯ２意識の向上を図る。 

 

小型CGS×３台

太陽光70kW

ターボ冷凍機

空冷HP

蓄熱槽
ボイラ

トリジェネレーション

熱電供給型GHP

ガス

特高電力特高電力

CGS
300kW級×2

廃熱利用型
蒸気吸収式

精神医療センター

冷温水の融通冷温水の融通

太陽熱100kW(200㎡)

公舎（新築・既築６棟）

電力の融通

旧がんセンター

東館・研究所

新がんセンター

各棟各棟BEMSBEMS・・HEMSHEMSのの
統合管理・制御統合管理・制御

太陽光30kW

小型CGS

（将来の跡地利用にも対応可）

集合住宅ダブル発電・ダブル太陽集合住宅ダブル発電・ダブル太陽

再生可能エネルギーの発生プラント再生可能エネルギーの発生プラント

情報通信統合情報通信統合

ﾋﾞｼﾞﾈｽｱﾜｰ(平日昼間時
間帯）のｴﾈﾙｷﾞｰﾌﾛｰ

朝晩時間帯の

ｴﾈﾙｷﾞｰﾌﾛｰ

高効率吸収式への更新

小型CGS×３台

太陽光70kW

ターボ冷凍機

空冷HP

蓄熱槽
ボイラ

トリジェネレーション

熱電供給型GHP

ガス

特高電力特高電力

CGS
300kW級×2

廃熱利用型
蒸気吸収式

精神医療センター

冷温水の融通冷温水の融通

太陽熱100kW(200㎡)

公舎（新築・既築６棟）

電力の融通

旧がんセンター

東館・研究所

新がんセンター

各棟各棟BEMSBEMS・・HEMSHEMSのの
統合管理・制御統合管理・制御

太陽光30kW

小型CGS

（将来の跡地利用にも対応可）

集合住宅ダブル発電・ダブル太陽集合住宅ダブル発電・ダブル太陽

再生可能エネルギーの発生プラント再生可能エネルギーの発生プラント

情報通信統合情報通信統合

ﾋﾞｼﾞﾈｽｱﾜｰ(平日昼間時
間帯）のｴﾈﾙｷﾞｰﾌﾛｰ

朝晩時間帯の

ｴﾈﾙｷﾞｰﾌﾛｰ

高効率吸収式への更新

埼玉県のマスコット

コ バ ト ン

埼玉県のマスコット

コ バ ト ン
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建物種別 建築物（非住宅・一般部門） 区分 新築

建物名称 所在地 新潟県新潟市

用途 事務所/物販店/飲食店/診療所/集会所/その他 延床面積 35,521 ㎡

設計者 株式会社　石本建築事務所 施工者 鹿島・福田・本間JV

事業期間 平成22年度～平成24年度 CASBEE S（BEE=3.4）

H22-
2-3

事業
概要

新潟日報社新社屋　メディアシップ

概評

地方の新聞社が多様な省CO2技術を網羅した新社屋を建設し、これを契機に、地元企業や市民を巻き込んだ

省CO2活動を展開しようとするものであり、地域に省CO2を普及させるプロジェクトとして評価した。地域の気候

特性を活かした建築計画や地産地消に配慮した設備システムにも波及性があり、新聞社の特長を活かし、地

元の活動や紙面を通じて省CO2の啓蒙や普及を進める点も評価できる。

新潟日報社新社屋　メディアシップ 株式会社　新潟日報社

提案
概要

新社屋の郊外から中心市街地への回帰にあたり、省CO2エコタワーとして、気候風土を活かしたエアウィング

による自然通風誘発システムや、地産地消の天然ガスによる分散型発電システムなどの先導的技術を導入

すると共に、社内外に「新潟日報社環境宣言」を発表し、環境対策を一層推進する。さらに省CO2優良テナン

ト・企業への表彰制度や省CO2ポイント制度の企画・運用による、県下自治体・企業・県民の省CO2行動への

参画を推進する。

 

 

提案の全体像 

 

ガラスダブルスキン 

（外気循環方式） 
Low-e ガラスと電動調光ブラ

インドを使用したガラスダブル

スキンで外皮負荷を削減し、開

放性と遮音性を確保します。 

IT 監視分散化発電システム
高効率小型発電システムを利用

したコージェネ排熱利用システ

ム。 

自然通風システム 
敷地特性を活かし、高層基準階

におけるサイドフィン形状（エ

アウィング）を利用した自然通

風システム。 
各階メカニカルバルコニ

ーの設置 
高層棟基準階各階に室外機置場

を設置し、冷媒配管長及び冷媒

高低差を考慮した建築計画によ

る EHP の効率向上。 

換気排熱カスケード利用
外調機排熱を EHP 室外機に送

風し、吸込温度を低減させて機

器効率を向上させる。 

見える化 
省 CO２コミュ二ケーションの

ためのエネルギーの見える化、

課金連動エネルギーの情報化専

用システムを構築します。 

ＢＥＭＳ導入 
施設全体のエネルギー消費を時

刻別にモニタリング管理するエ

ネルギーマネジメントシステム

を構築します。 

外気処理専用除湿省エ

ネ型空調機の設置 
ヒートパイプを組み込んだ高効

率型空調機の採用。 

雨水利用 
屋根に降った雨を地下ピットに貯留し、

便所洗浄水、かん水に利用します。 

高性能人感センサーのシ

ステム 
執務室調光、空調、換気風量制

御システムを採用し、人がいる

部分のみに照明、空調、換気を

対応し、省 CO2 化を図ります。

昼光センサーによる昼光利用を

行い、自然光を取り込みます。 

太陽光発電システム 
低層部庇に約 30kW 相当のシ

ースルー太陽光発電パネルと多

結晶型太陽光発電システムを設

置します。 

床放射冷暖房システムの

採用 
1 階イベントスペースに、床放

射冷暖房システムを採用し、室

内環境を向上。 屋上緑化 
低層部屋根を緑化。 

新潟日報社新社屋 メディアシップ 
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省 CO2技術とその効果 

 

①ﾀﾞﾌﾞﾙｽｷﾝｶｰﾃﾝｳｫｰﾙ（外気循環方式） 

Low-e ガラスと電動調光ブラインドを

使用したガラスダブルスキンを高層階

南面に配置し、外皮負荷を削減し、開放

性と遮音性を確保します。また、内側の

窓を解放することで自然通風を可能と

します。 

②太陽光発電システム 

低層部庇に約30kW相当のシースルー太陽光発電パネルと多

結晶型太陽光発電システムを設置します。 

③IT 監視分散化発電システム（高効率型発電機、排熱利用） 

・高効率小型発電システムを利用したコージェネ排熱利用シ

ステム 

・排熱を利用したペリメータ輻射暖房設備の採用 

・外気処理専用除湿省エネ型空調機の設置（ヒートパイプを

組み込んだ高効率型空調機の採用） 

④自然通風システム 

敷地特性を活かし、高層基準階におけるサイドフィン形状（エ

アウィング）を利用した自然通風システムを採用します。 

⑤高性能人感センサーのシステム 

執務室調光、空調、換気風量制御システムを採用し、人がい

る部分のみに照明、空調、換気を対応し、省 CO2化を図りま

す。昼光センサーによる昼光利用を行い、自然光を取り込み

ます。 

⑥換気排熱カスケード利用 

基準階メカニカルバルコニーにおいて、外調機排熱をEHP室

外機に送風し、吸込温度を低減させて機器効率を向上させる。 

⑦床放射冷暖房システムの採用 

1階イベントスペースに、床放射冷暖房システムを採用し、室

内環境を向上。 

⑧見える化 

省CO２コミュ二ケーションのためのエネルギーの見える化、

課金連動エネルギーの情報化専用システムを構築します。 

ＢＥＭＳ導入 

施設全体のエネルギー消費を時刻別にモニタリング管理する

エネルギーマネジメントシステムを構築します。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

用途別の消費エネルギー評価 

基準階 
分散型ＢＥＭＳ 

 

HUB

動力 電灯 コンセント Ｗｅｂ端末 

 

HUB

動力 電灯 コンセント Ｗｅｂ端末 

統合 

カーボンクレジット認証者によるＣＯ２削減量の評価とリンク 

1 階エネルギー管理室 

階別、テナント別に
ビル外との通信も
可能なシステムへ

ビル内専用ＬＡＮ

分散型ＢＥＭＳはコンパクトでフレキシビリティを高めます 

 

病院 

将来はビル外とも
コミュニケーション

1 階イベント用

プラザの大型

見える化画面

   

事例
蓄積

テナントＢ テナントＡ 共用 

ビル内外の省ＣＯ２コミュニケーションを誘導する仕掛けへ 

エアウィング周り 

東

南 

北 

西 

エアウィング 

エコボイド 

南 東

新潟の風環境 
新潟市内は中間期に南～南南西の卓越風が
吹き、自然通風の条件が整っています。 

北東

東

南東

南

南南西

南西

西

北西

北

(卓越風向)

1200

800

400

(正面)

北東

東

南東

南

南南西

南西

西

北西

北

(卓越風向)

1200

800

400

(正面)

北

南

東

西

南
東

西

ＩＮ

ＯＵＴ

クールBIZ対応空調室内機 

VAV装置（CO2制御） 

居室排気のカスケード
熱利用による室外機
効率の向上 

知的生産性オフィス（Cool BIZ を促進） 

棒状室温
ｾﾝｻ

メカニカルバルコニー機械室

外調機 
 外気冷房 

ナイトパージ 

排気熱利用 

PAC
屋外機

O.A.

Ex.A 

R.A. 

室内 

天井内 

 

排熱利用窓下放射暖房 
・排熱利用によるペリメータ窓下放射暖房

再熱用ヒートパイプ 

(冷媒循環予冷・再熱) 

取入外気

排気

執務室へ調湿 
空気給気 

執務室からの 

排気 
・地産池消の天然ガス活用分散型発電 
・IT活用で高効率発電機２４時間遠隔監視 

ＩＴ監視高効率分散型発電システム 

排熱利用外気除湿用冷水

・排熱利用冷水除湿＋ヒートパイプ予冷再熱 
・湿度管理でクールBIZを促進 

外気処理専用除湿省エネ型空調機

複数の人感センサーによる照明ファジー制御 

（天井面） 

複合ｾﾝｻ

計量と課金 エネルギーの見える化 

商業 オフィス 

自社 飲食 テナント 

基準階オフィス内気流解析シミュレーション

設定照度 減光 
（低調光） 

減光 
（低調光） 

消灯or 
最低調光率

消灯or 
最低調光率

← → 

在ゾーン 

不在ゾーン 

隣接ゾーンについては不在時に減光

（消灯による孤立感を低下）

凝縮部

蒸発部

放熱

採熱

冷
水
コ
イ
ル 

予
冷
コ
イ
ル 

予
冷
排
熱
再
熱 

循環 

排
気
全
熱
回
収
装
置
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建物種別 建築物（非住宅・一般部門） 区分 新築

建物名称 所在地 京都府京都市

用途 学校 延床面積 9,409 ㎡

設計者 株式会社　竹中工務店 施工者 株式会社　竹中工務店

事業期間 平成22年度～平成27年度 CASBEE S（BEE=4.2）

H22-
2-4

事業
概要

立命館大学衣笠キャンパス新体育館

概評

地下化による高断熱・湧水利用・地熱利用や、光・風等の自然エネルギーを活用したパッシブ技術の取り組み
には先導性があり、類似する立地条件下の建築物に対して波及性が高い点を評価した。古都京都の観光

ルートに接する立地を活かし、日本庭園を意識したランドスケープを省CO2技術と融合させて提供するなど、修

学旅行生や外国人観光客に見せる工夫を施す取り組みも評価できる。

立命館大学衣笠キャンパス新体育館建設事業 学校法人立命館

提案
概要

老朽化した2つの体育館を統合し、新築棟の地下化と減築棟の地下躯体利用、屋上緑化によって、山裾での
高品格の景観形成と高断熱低炭素建築を両立させる。また、地下化によって得られる湧水を利用したタスクア

ンビエント輻射空調や、湧水による水盤がもたらす高断熱化と太陽光パネル高効率化などの省CO2技術を環

境教育を目的として「見せる」工夫を行うことで、環境配慮型校舎の先導的プロトタイプを目指す。

 

 

提案の全体像 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

人・まち・地球のエネルギーを 最大限活かす 

サステナブルな体育館をつくる 

省ＣＯ2 技術による 

 負荷の最小化  

環境への意識を 

高める学びの場 

風致景観の保全 

・地域との共生  

地球 

まち ひと 

完成予想図 
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省 CO2技術とその効果 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

環境と観光が複合した 

低炭素を学ぶ路 
 

日本庭園を意識したﾗﾝﾄﾞｽｹｰﾌﾟ 

修学旅行生や観光客への波及 

自然の恵みを五感で学ぶ路 

4.外皮による日射負荷低減 

①屋上水盤+緑化、高反射性 

ﾀｲﾙによる外皮の断熱化 

 ②和のﾃﾞｻﾞｲﾝによる彫りの深 

い庇や軒による日射遮蔽 

2.地下化による湧水活用 

 地下化で得られる湧水を 

 太陽光パネル冷却・タスク 

輻射空調などに有効活用 

① 植栽潅水など中水利用 

② パネル式輻射冷房 

③ 太陽光発電パネルの効率化 

（パネル冷却・汚れ防止） 

景観と低炭素が調和したまち 

京都市環境ﾓﾃﾞﾙ都市行動計画反映 

① 地産地消(地元産木材を内装に活用) 

② 既存樹木保護・積極的な新植計画 

③ 省型枠の工業化工法(PCa 工法等) 

1.地下化による高断熱建築 
 

① 新築建物の過半を地下化 

② 既存建物の地上部を減築 

地下空間を再生・再利用 

 

湧水 

太陽光パネル設置位置 

３.自然エネルギーの利用 

①分棟配置(光庭･ﾗｲﾄｼｪﾙﾌ)に 

より人工照明を低減 

②ｸｰﾙﾁｭｰﾌﾞ+ｳｲﾝﾄﾞｰﾁﾑﾆ-による 

 空調低減 

③都市型体育館の高防音換気 

による中間期の空調抑制 

光庭や水盤での反射によりアリーナに

光をもたらします 

光庭が地下に風をもたらします。 

[まち] 風致景観の保全・地域との共生 

[地球] 省 CO2 技術による負荷の最小化 

[ひと] 環境への意識を高める学びの場 

衣笠山の山並みに映える大屋根 木材内装材を使ったアリーナ 

修学旅行生や観光客へも開かれた路 龍安寺 

太陽光パネル

龍安寺 
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建物種別 建築物（非住宅・一般部門） 区分 マネジメント

建物名称 所在地 神奈川県横浜市

用途 その他 延床面積 15,435 ㎡

設計者 － 施工者 －

事業期間 平成22年度～平成23年度 CASBEE －

H22-
2-5

事業
概要

横浜市保土ヶ谷区総合庁舎

概評

膨大な既存建築物に関する省エネ改修の必要性が叫ばれている一方、適切な省エネ診断を実施する上で大
幅に不足しているフィールドコンサルタントの育成を図ろうとする提案であり、具体のフィールドデータを活かし

た実践的な取り組みである点を評価した。横浜市の庁舎を対象としたスタディに基づいて省CO2効果を明確化

し、他の地方自治体への波及につながることを期待したい。

エネルギーモニタリングを用いた省エネコンサルティング
普及に向けた実証プロジェクト

～階層構造コンサルティングによる省ＣＯ２推進～
横浜市

提案
概要

オーナー側に立ち、エネルギー消費の現状を詳細計測により把握し、問題点を洗い出し、光熱水費やCO2の

削減を定量化して数値で示し、投資回収のコストパフォーマンスとセットで運用改善や改修工事を提案する」と
いう、事実を踏まえて正確な診断を行うことでビルオーナーが安心できる仕組みを階層構造コンサルティング
によって実現する。

 

 

提案の全体像 

１ 既存建築物において、運用改善や改修工事に

よる省エネルギーを一層推進するためには、建

築物のオーナーが安心して省エネ投資できる環

境が必要である。 

 

 

２ そのためには、省エネルギーに関する専門知

識を持ったコンサルタントを多数育成する必要

がある。 

  客観的な立場から、低コスト・高品質な提案

レベルを保つ仕組みが必要である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

省エネ取組みの例
省エ
ネ効
果

コスト

事務室の取組み

照明はこまめに切る

空調の運転と温度管理の徹底

運用改善

計測と分析による設備運転の
最適化（我慢を強いない）

省エネ改修工事

省エネ設備機器への更新

ESCO（実施できるのは大手企業に限

られる）

建替え

後押し
が必要

多く取り組
まれている 小

大

小

大

省エネ取組みの例
省エ
ネ効
果

コスト

事務室の取組み

照明はこまめに切る

空調の運転と温度管理の徹底

運用改善

計測と分析による設備運転の
最適化（我慢を強いない）

省エネ改修工事

省エネ設備機器への更新

ESCO（実施できるのは大手企業に限

られる）

建替え

後押し
が必要

多く取り組
まれている 小

大

小

大

-144-



３ 本実証プロジェクトでは、横浜市の保土ケ谷区総合庁舎をフィールドとしたケーススタディにより、

省エネルギーに関する専門知識を持ったフィールドコンサルタント育成するカリキュラム原案の策定

や、その他課題等を検証する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

省 CO2技術とその効果 

 

 本実証プロジェクトにおけるケーススタディのフィールドとなった、横浜市保土ケ谷区総合庁舎に関

する省 CO2技術 

 

① 省 CO2モニタリング 

 ビルに設置するローカルシステムと遠方のサ

ーバーをインターネット経由で繋いだ分散型シ

ステムを使用し、インターネットで施設環境や

機器運用状況の確認による、管理者の意識啓発

を行う。 

 

② 熱源運転の最適化 

熱負荷計測と最適な台数運転により部分負荷

運転を減らし、低負荷時の非効率な運転を改善

する。 

 

③ 空調機運転の最適化 

各階１台設置のセントラル空調機の運転を最適化し、空調搬送動力を削減する。 

 

④ 中間期の自然換気励行制御 

屋内外の温熱環境を計測し、自然換気が有効な場合は空調機を自動停止し、自然換気励行メールを

職員に発信する。 

 

⑤ 別館個別ヒートポンプエアコンの AI による自動設定変更制御 

  室内温度設定の最適書替制御により電力消費量を削減する。 

  また、中間期のエアコンを自動停止制御し、電力消費量を削減する。 

 

 

コントロール

ユニット

データ蓄積、分析

WEBサーバー

データセンター

受電電力量

外気温度

空調機状態

設定温度

イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト

コントロール

ユニット

データ蓄積、分析

WEBサーバー

データセンター

受電電力量

外気温度

空調機状態

設定温度

イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト
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建物種別 建築物（非住宅・中小規模建築物部門） 区分 新築

建物名称 所在地 東京都台東区

用途 物販店/ホテル 延床面積 7,744 ㎡

設計者 株式会社　松田平田設計 施工者 株式会社　竹中工務店

事業期間 平成22年度～平成24年度 CASBEE B+（BEE=1.2）

H22-
2-6

事業
概要

(仮称)ヒューリック雷門ビル

概評

都市型中規模ホテルを対象とした太陽熱利用と潜熱蓄熱材を組み合わせた空調システムの提案はユニークであ
り、その先進性を評価した。特に、負荷のピークが夕方から夜間に大きくなるホテルの熱需要特性と、日中に出力
が大きくなる太陽熱との時間的ミスマッチを解決する廊下床下活用蓄熱システムについては、類似ホテルへの波
及が期待できる取り組みとして評価した。

(仮称)ヒューリック雷門ビル新築工事 ヒューリック株式会社

提案
概要

CO2削減約30％という「ホテル」用途では通常より高い目標を設定して、太陽熱利用空調や潜熱蓄熱材、高効率小

型ガスコージェネレーションなどの採用により、業界をリードする環境性能を目標とする。また、都心部のホテルにお
ける建築的・環境的制約に対処し、建物への負荷を抑え、周辺環境から得られる自然エネルギーを活かした建物
計画や、ホテルの運用を考慮した効率的な自然エネルギー利用を行うための制御及び運用を提案する。

 
 

提案の全体像 

トップランナー機器の導入のみで省エネ・省ＣＯ２を図るのではなく、再生可能エネルギーの積極的導入

と、入力エネルギーに対する総合エネルギー効率の最大限向上を実現して省エネ・省ＣＯ２を図る。今回導

入する省エネ措置の内容について、それぞれ説明する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 日中の太陽熱を高効率の太陽熱パネルにより高温水で捕集し、ガス吸収式冷温水機にインプットとして投

入し、冷暖房を行うシステムを導入する。廊下などの共用部と外調系統をセントラル空調として、その熱源

として用いる。 

ホテルは、夕方から夜間にかけて負荷が大きくなるため、太陽熱のような日中の自然エネルギーを有効に

利用するためには、太陽熱で作られた冷熱を夜間にシフトできる、蓄熱システムを導入する必要がある。都

心型ビジネスホテルでは、余裕のある設備スペースや大規模な蓄熱槽を設けることができない。よって、一

般的な熱源側での蓄熱ではなく、室内側での蓄熱システムの導入を検討した。 

 

 給湯需要の大きいホテルにおいて、発電時に出る廃熱を有効利用できるガスコージェネレーションシステ

ムを導入し、エネルギーの高度利用を図る。費用対効果を最大化するため機器選定においては、高い廃熱利

用率を維持しながら長時間運転可能な容量となるよう選定した。 

提案① ホテル需要型・太陽熱利用空調＋蓄熱システム

提案② 小型ガスコージェネレーションによるエネルギー高度利用 

光

都市ガス

冷房(客室)

吸収式

小型ｺｰｼﾞｪﾈ

EHP

太陽熱

冷房(共用部・外調)

電 気電 気

蓄熱蓄熱材

暖房(客室)

暖房(共用部・外調)

給湯

給湯器

提案①

提案②
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省 CO2技術とその効果 

 

① 太陽熱利用空調＋潜熱蓄熱材 

 太陽熱による自然エネルギーを高効率の集熱器（約 120m2）で高温水として集め、その高温水を投入

して冷水を発生させることができる冷凍機（排熱投入型ガス冷温水機、80RT）を用いる。共用部空調と

して、冷水製造時間と需要時間の時間的ミスマッチを解消するため、床スラブに潜熱蓄熱材（約 300m2）

を敷き詰め、昼間、太陽熱によって製造された冷熱を蓄熱し、夜間に放熱するシステム。このシステム

は、総冷暖房エネルギーの約２０％を賄うことが期待される。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

② 小型コージェネレーションの給湯利用 

 客室シャワーやレストラン厨房など給湯負荷が大きい施設の特長を考慮にいれて、一次エネルギー総

合効率の高い小型高効率のガスエンジンコージェネレーション（9.9kW）を利用して、省エネルギー化・

省ＣＯ２化を実現する。２４時間運転により高い省ＣＯ２化を図るが、夏場の給湯負荷の少ない時間帯に

おいても、貯湯槽などを用いて、負荷需要対応を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

0               6                12                 18          24 

冷房需要

太陽熱による
冷房出力

蓄熱 放熱

夜間に利用

 

ホテル冷房負荷と太陽熱利用イメージ 

冷房負荷

暖房負荷

太陽熱利用÷総負荷 

＝20.0％ 

貯湯槽で対応 

客室 廊下

共用スペース

太陽熱
パネル

共用スペース

廊下客室

光
【昼】 【夜】

全面床吹出し空調

全面床吹出し空調

太陽熱利用空調

蓄熱

蓄熱

放熱

放熱

廃熱

廃熱投入型ｶﾞｽ冷温水機 エアハン エアハン

蓄熱材

蓄熱材 蓄熱材

蓄熱材

太陽熱利用空調

廃熱投入型ｶﾞｽ冷温水機
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建物種別 建築物（非住宅・中小規模建築物部門） 区分 新築

建物名称 所在地 石川県石川郡

用途 事務所 延床面積 3,563 ㎡

設計者 大和ハウス工業株式会社　金沢支店 施工者 大和ハウス工業株式会社　金沢支店

事業期間 平成22年度～平成23年度 CASBEE S（BEE=3.1）

H22-
2-7

事業
概要

三谷産業グループ社屋　新築工事

概評
地方の中規模事務所ビルにおいて多様な省CO2技術を導入し、これを地域環境教育の場として提供しようとする点

を評価した。太陽光発電・風力発電・燃料電池と蓄電池とを組み合わせ、BEMSデータの蓄積により、将来的に地域
のスマートグリッド化を見据える提案には先導性があり、地方での波及に繋がる点も評価できる。

三谷産業グループ新社屋省CO2推進事業

～我々は先導的でありたい（略称：ＷＳＡプロジェクト）～
三谷産業株式会社

提案
概要

今後、地方での普及がより見込める創エネ（太陽光・風力発電）・省エネ（デシカント空調・高効率照明等）・蓄エネ
（大型リチウムイオン蓄電池）・環境負荷低減技術、及び地産地消となるバイオマス資源を積極的に採用し、ビル自

体を地域環境教育の場として提供する事で、省CO2技術への理解・普及を促すとともに、地域産業の活性化に貢献

する。

 
 

提案の全体像 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１．太陽光発電システム 10kw 

創エネ 

２.風力発電システム 10kw 

バイオマス（地産地消） 

ペレットストーブでの冬期暖房 

食  堂 

展示ｽﾍﾟｰｽ・ｼｮｰﾙｰﾑ 

屋上庭園 

蓄エネ 

リチウムイオン蓄電池 50kwh 

低環境負荷＋快適空間 

省エネ 

デシカント空調 

高顕熱ビルマル 

ＬＥＤ、高効率照明器具 

雨水（中水）利用.etcの採用 

大型ﾘﾁｳﾑｲｵﾝ蓄電池による余剰電力の有効活用 

３システム連系 

「トリプル発電」

木質ペレット 

BEMSｲﾒｰｼﾞ図 

ﾃﾞｼｶﾝﾄ空調ｲﾒｰｼﾞ図 

３種類の創エネシステムを連系（トリプル発電） 

※系統連系・逆潮流については、電力会社

との協議により決定となります 

外壁に軽量ＧＲＣパネル採用 

太陽光発電ｼｽﾃﾑﾓｼﾞｭｰﾙによる二重屋根効果と

屋上緑化で、外皮負荷を低減 

３.燃料電池システム 0.75kw 

余剰バイオマスケイク基盤材 

屋上庭園による遮熱効果と癒し空間の演出 

リサイクルウッドデッキ 
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省 CO2技術とその効果 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

① 太陽光発電システム 

10kW の太陽光発電システムを４階屋上部に設置、年間 11,477kWh の発電を見込む（金沢市で

試算）。事務所内消費電力の一部として使用し、休日等の余剰電力は蓄電池に蓄電。 

将来、システムの隣に設置する屋上緑化とともに実際に近くで見学できる。 

② 風力発電システム 

10kW 規模の風力発電システムを発電機軸高さ地上 16ｍの高さとして東側地上部に設置、年間

11,130kWh（建物影響を考慮すると 5,941kwh）の発電を見込み、事務所内消費電力の一部とし

て使用するほか、休日・夜間の余剰電力は蓄電しておく。 

③ 燃料電池システム 

0.75kw の燃料電池システムを展示運転。一般家庭における給湯機能とともにＣＯ２排出の少な

い発電システムとして、実際に見学できる。 

④ ペレットストーブ 

最大出力 10,000kcal/ｈ（11.63kwh）のタイプを２台導入。出力 50％で 1日 10 時間、冬期 (80

日間) の暖房に使用すると仮定。冬季の暖房補助として使用、9,304kwh を見込む。 

設置場所を 1階展示スペース、及び、4階食堂とすることで、一般の来館者や見学者にもスト

ーブの暖房を体感し、ペレット製造についても学べる場とする。 

⑤ リチウムイオン蓄電池と 3 種の発電システムの系統連系 

容量 50kwh のリチウムイオン蓄電池と分散電源（太陽光発電、風力発電）を系統連系するこ

とにより、分散電源の効率的利用を実現するための制御方法（受電電力一定制御）の検証を

行う。この規模の実物件における実証実験は過去に例が無く、スマートグリッド構築に関す

る基礎データになると考えられる。具体的には、(1)当該オフィスビルの需要電力負荷曲線を

季節別、天候別等のケース毎に分類し傾向を把握。(2)上記(1)のケース毎に蓄電池容量、休

日等の条件を加味した充放電の受電設定値の推定方法を策定。(3)上記(1)、(2)によって構内

の需要電力と発電電力に応じたリチウムイオン電池の運用方法を策定。 

⑥ ＬＥＤ＋高効率蛍光灯併用照明 

ＬＥＤ照明による事務所の机上照度 750lx 確保は、その光束性質から灯数が多くなる傾向に

あることから、共用部、倉庫など一様照度を求めない部分にＬＥＤを利用、事務所に関して

はタスクアンビエント照明採用部分と全照明部分のレイアウト変更にも耐えるよう、照度調

整機能付きの高効率蛍光灯を導入する。年間使用時間を事務室：2400 時間、その他の部分：

1200 時間と仮定した場合の年間消費電力削減量は 56,181.72kWh。 

⑦ デシカント空調＋全熱交換器 

事務室やエントランスホールなどの大空間においては、通常のビル用マルチエアコンに加え、

デシカント空調及び全熱交換器を採用。デシカント空調による年間消費電力削減量は

61,656.00kWh、全熱交換器導入による年間消費電力削減量は 6,008.07kWh。 

⑧ ＢＥＭＳ導入 

照明、空調、コンセントのほか、発電機器の発電量を監視・制御する。蓄電池の充放電量の

推移と併せパネル表示とすることで、利用者や来館者に「創エネ・省エネ・蓄エネ」への感

心と行動を促し、事務所自体の運用改善だけでなく、教育材料としても利用する。 
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建物種別 建築物（非住宅・中小規模建築物部門） 区分 新築

建物名称 所在地 愛知県一宮市

用途 事務所 延床面積 3,459 ㎡

設計者 株式会社　久米設計 施工者 清水建設　株式会社

事業期間 平成22年度～平成24年度 CASBEE A（BEE=2.3）

H22-
2-8

事業
概要

尾西信用金庫事務センター

概評

電算センターを内包する地方の中規模事務所ビルで、地域に賦存する豊かな地下水や地中熱を利用する点や、隣
接する既存ビルと統合したエネルギー管理システムを導入している点を評価した。信用金庫である特徴を活かし、

来客者や取引先に省CO2の取り組みを理解してもらう活動や業界紙を用いた情報発信を積極的に行う点も評価で

きる。

尾西信用金庫事務センター建設に伴う本店地区

省CO2推進事業
尾西信用金庫

提案
概要

地中熱利用ヒートポンプ空調システムや太陽光発電などの省CO2技術の導入と、LEDの採用エリア、太陽光パネ

ル、木製受水槽、省CO2表示パネルをアプローチ道路やエントランスからの把握を可能にすることで、来訪者への省

CO2技術の理解と普及を図る。

 
提案の全体像 

本プロジェクトは、尾西信用金庫本店（既存）の隣接地に事務センターと称し、尾西信用金庫全体の統括

建物として位置づけられている。建設にあたり、特に地球環境へ配慮した環境オフィスの創造と、あらゆる

災害に対応する独立した運用を確保する BCP オフィスとし、地元地域経済への発展に貢献、刺激を与えるビ

ルとして計画。 

建設に先立ち、既存本店の空調改修を行い、エネルギー管理を行う目的として三菱ビル設備オープン統合

システム『Facima BA-system』を導入した。設備の運転・運用状況などを把握し、設備運用プランを改善す

ることで、ビルの省エネ・運営費用の省コスト化、資産価値の維持・向上を支援するシステムを導入。利用

動向や運転データを把握解析することで、より省エネ性の高い運用を目指す。 

「BACnet」オープン化システムにも対応しており、各メーカーの設備とも接続可能であり、ビル全体のエ

ネルギー把握を行っていく予定。今回建設する、事務センターにも同様の統合システムを導入することで、

新・既設ビルでの省エネ、省 CO2 検証を行い、有効性が高いシステムを他店舗への技術展開及び環境技術に

関する展示を行う。 

省 CO2 の取り組みは、信用金庫への来客者からも目に見える形でのアピールも行い地域住民への環境への

取り組みの理解を広く行い、金融総合専門紙ニッキンへの掲載も行うことで業界へもピーアールしていく。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 環境オフィスイメージ図 図 建物イメージ図 

電算室エリア 
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省 CO2技術とその効果 

 

① 採熱用チューブを地中に埋設し、地中熱ヒートポンプを通し床冷暖房+床吹出空調システムを構築 

地中 100m の採熱パイプを 6 本埋設し地中熱

ヒートポンプへ供給、熱交換を行う。ヒート

ポンプより冷温水を床放射冷暖房システム

へ供給。負荷の多い窓面などには輻射併用床

吹出し空調を行う。天井高 5m という大会議

室に地中熱と放射による効率の高い空調空

間を実現する。 

 

 

② LED＋昼光・人感センサー照明システムの導入 

  事務エリアは、昼光・人感センサーによりＬＥＤ照明器具を自動調光し、無駄な電力を削減する。 

  ギャラリー・大会議室は、使用するシーンにより、ＬＥＤ照明器具を調光して適切な照度を確保する。 

③ 屋上フラットパネル太陽光発電システムの採用 

   屋上にフラット型パネル太陽光発電装置を設置し、受電電力と連系することにより、発電電力を最大限

に利用する。 

④ 南面ガラスを全面 Low-E ガラス、高断熱ＰＣ外壁、自然通風窓、緑化舗装 

   反射率の少ない周辺環境への影響を配慮した遮熱の高い Low-E ガラスを全面的に採用し日射による空調

負荷を低減する。 

⑤ 木製受水槽の導入、雑用水への井戸水利用 

  県産材の材料を採用し、CO2 排出をほとんど行わない受水槽を採用。エントランスエリアから直接見て、

水を利用して頂く事で来館者へ環境への啓蒙を行う。 

⑥ 節水器具の採用 

   節水洋便器 5.5L（大）,4.5L（小）、節水小便器 1～2L/回を採用する。 

⑦ 井戸水を汲み上げろ過後、便器洗浄水と植栽潅水に利用 

   40m 程度の井戸を設置し、汲み上げろ過後、便器洗浄への利用、植栽への潅水用として利用する。 

⑧ 高効率空冷マルチヒートポンプを全館に採用。COP=4.0 

⑨ ペリメータゾーンはブラインドを利用した簡易エアフローを採用 

   ブラインドボックスに還りダクトを接続することで、簡易的なエアフローウィンドウを形成し窓面とイ

ンテリアの負荷を効率よく除去し快適性と省エネを実現する。 

⑩ 全熱交換機による換気を全館に設置 

  室内への外気の取り込みは全熱交換機を通した換気を行い、省エネを図る。 

■ エネルギーマネージメント 

  新・既存ビルの利用エネルギーを把握し、運用改善を行うシステムの導入 

  新・既存ビルにおける省 CO2性能の把握、来館者への情報公開、他店舗への展開 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

既設本館 

ﾌｧｼｰﾏ監視盤 

太陽光発電

照明 空調 

ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ 

省 CO2 
ｴﾈﾙｷﾞｰﾚﾎﾟｰﾄ ｴﾈﾙｷﾞｰﾚﾎﾟｰﾄ 

ﾌｧｼｰﾏ監視盤 

新事務センター

運用改善 

BacNet 

照明 空調 

BacNet 

運用改善 

・既設本館と新事務センターのエネルギー比較 

省 CO2改善会議 

・省 CO2 技術の排出量表示、性能表示 

・検証、運用改善による報告（年間 2回開催） 

・他店舗への技術展開、情報共有の検討 

・来館者への環境技術意識調査 

・運営管理者、設計者、施工者による会議開催 

他店舗 
ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ 

・技術共有 

・情報共有 
・省 CO2 取組み展示 
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建物種別 建築物（非住宅・中小規模建築物部門） 区分 新築

建物名称 所在地 未定

用途 飲食店 延床面積 未定

設計者 未定 施工者 未定

事業期間 平成22年度～平成23年度 CASBEE A（BEE=2.2）

H22-
2-9

事業
概要

（仮称）丸亀製麺建築計画

概評

エネルギー管理が不十分でイニシャルコスト負担の問題から省エネの進まない外食チェーン店舗に対して、リース

方式で省CO2関連設備等を提供する新たなビジネスモデルであり、その波及性を評価した。リースの対象を、設備

だけでなく、省エネに配慮した建築外皮技術を含むパッケージとして扱う点や、これら建築部材の一部もリースで対
応し、イニシャルコスト負担を軽減している点も評価できる。

外食産業を対象とした中小規模店舗省CO2推進事業

～丸亀製麺向け環境配慮型店舗開発プロジェクト～
オリックス株式会社

提案
概要

省エネルギー化が急務な外食産業向けに、全国に先駆けた環境配慮型のモデル店舗を提案するものであり、省

CO2技術のスタンダードの確立を目指す。自然エネルギー技術・建築外皮技術・省エネルギー技術を組合せて導入

し、さらに運用技術による最適運用、建設技術による建築の省エネから、システム化した店舗の開発実証を行う。

 
 

提案の全体像 

導入する省 CO2技術と店舗デザインをトータルプロデュースすることで、環境にやさしく、消費者に

も快適で居心地の良い空間を演出する。 

 

 

【屋外】

①コケを活用した屋上緑化

②エコキュートと連動した太陽熱　
給湯システム

③店内照明と連動した太陽光発電　
システム

④遮熱フィルムと複層ペアガラス

⑤壁面およびアスファルト遮熱塗装

【屋外】

①コケを活用した屋上緑化

②エコキュートと連動した太陽熱　
給湯システム

③店内照明と連動した太陽光発電　
システム

④遮熱フィルムと複層ペアガラス

⑤壁面およびアスファルト遮熱塗装

*１…Fue(ﾌｰ)値とは、人が感じる空間の明るさ感の尺度値です。Fue 値を活用することにより、照度による照明計画とは別

の視点で、少数での照明の配灯数を決定することが可能です。 

【店舗内部】

①Feu値（*1）を活用した照明計画と
各制御システム

②エネルギーマネジメントと連動した
空調設備

③厨房内の高効率排気および換気設備

④壁面の木材にリサイクル材を活用

⑤高断熱材を活用

⑥来客者へ液晶モニターによる省CO2
効果の発信

【店舗内部】

①Feu値（*1）を活用した照明計画と
各制御システム

②エネルギーマネジメントと連動した
空調設備

③厨房内の高効率排気および換気設備

④壁面の木材にリサイクル材を活用

⑤高断熱材を活用

⑥来客者へ液晶モニターによる省CO2
効果の発信
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省 CO2技術とその効果 
１．自然エネルギー設備 

①太陽光発電システム、②太陽熱給湯システム 

２．建築外皮技術 

③屋上緑化、④遮熱塗装、⑤高断熱材、⑥複層ペアガラス、高密度サッシ、⑦遮熱・飛散防止フィルム 

３．省エネルギー技術 

⑧高効率空調設備、⑨LED 照明、サイン、⑩エコキュート、⑪高効率排気・給気・換気設備 

４．運用技術 

⑫エネルギー監視システム、⑬インバータ制御、⑭人感センサー、照度センサー 

 

導入技術は、従来外食チェーンでは一体的整備が困難であった技術を組合せて導入し、従

来店舗とは異なる環境配慮型店舗を実現させる。特に、特徴的な取り組みを下記に記す。 
 
○Feu 値を活用した照明計画 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（特徴）Feu 値を活用することにより、照度による照明計画とは別の視点で照明の配灯数を決定。壁面

へ照射する照明の割合を多くする事で、全体照度を下げても見た目の明るさ感を保つことができる照明

演出効果です。結果、店内の明るさ環境を変えることなく、効率的に照明台数を削減できます。 

 
○釜の熱エネルギー排気技術 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（特徴）厨房エリアと客席エリアを一体とした作りとなっているため、今回試験的に厨房エリアの天井

に「熱の溜場」を作り、熱を一気に換気する設計を採用しています。

■従来照明計画（カウンター前） ■本プロジェクト（カウンター前）

従来案
Feu　６．３３

システム案
Feu　６．５９

照明器具の光を拡散

照明器具台数削減

カウンター集中型

厨房エリア 客席エリア

熱の溜

熱の溜
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建物種別 建築物（非住宅・中小規模建築物部門） 区分 改修

建物名称 所在地 大阪府高槻市

用途 事務所 延床面積 5,989 ㎡

設計者 株式会社日建設計 施工者 未定

事業期間 平成22年度～平成23年度 CASBEE B-→B+（BEE=0.8→1.4）

H22-
2-10

事業
概要

大阪ガス北部事業所

概評
行動観察に基づく、IP電話の在室検知機能を利用した省エネ制御には先進性があり、省CO2改修案件に対する普

及が期待できる点を評価した。本件における技術検証を経た上で、今後、自社ビルへの導入だけでなく、公益事業
者の強みを活かして幅広く客先への展開を図ろうとする点も評価できる。

大阪ガス　グリーンガスビル活動
北部事業所　低炭素化改修工事

大阪ガス株式会社

提案
概要

これまで行ってきた6事業所での新築・改修工事と運用改善の実績と反省を踏まえた『ベースとなる省CO2手法』

と、『行動観察をもとに構築した、IP電話の在室検知機能を利用した省エネ制御』、さらに『見える化を利用した「在
室者参加型温度設定制御」と「双方向情報共有システム」』、『再生可能エネルギーや省エネルギー機器などのオ
ンサイト発電設備利用を有効に利用した電力・熱エネルギーシステム』、からなる。その効果を継続的に検証・広報
することでグリーンガスビル活動を強く推進する。

 
 

提案の全体像 

大阪ガスでは自社ビルから排出されるＣＯ２排出量の削減を目的に、関係組織が連携し、新築・改修

時の省エネ設備の導入や、空調・照明設備の運転方法の効率化などに取組む「グリーンガスビル活動」

を展開している。 

今回の北部事業所の改修工事においては、更なるＣＯ２排出量の削減を目的に、太陽光、太陽熱など

の再生可能エネルギーや先進的機器等を利用した設備の導入に加えて、設計プロセスに『行動観察手法』

を取り入れることにより、入居者の行動特性を考慮した省ＣＯ２対策を導入した。 

さらに、これらグリーンガスビル活動の中で得た知見は社内で共有化するだけでなく、お客さまへの

省エネ提案にも活用していく予定である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（ソーラークーリングシステム）

空調機

空調機

空調機

空調機

空調機

空調機

ジェネリンク
160RT

ｺｰｼﾞｪﾈﾚｰｼｮﾝ
210kW

吸収式冷温水機
70RT

太陽光発電設備
10kW

太陽集熱器
60㎡

発電機能付GHP

［既設］ ［既設］

BEMS

□太陽光発電設備

□燃料電池（エネファーム）

□発電機能付GHP
（ハイパワーエクセル）

■再生可能エネルギー、
省エネルギー機器利用
オンサイト発電システム

□空調対策
（VAV、外気冷房）

□照明対策
（高効率照明、調光制御）

□外皮負荷対策
（高性能窓ガラスへの入替え）

■行動観察に基づき導き出した
省CO2対策

■ベースとなる省CO2手法

□太陽熱利用空調
（ソーラークーリングシステム）

□ガスコージェネレーション

□ガスコージェネレーション

■再生可能エネルギー、
省エネルギー機器利用
熱エネルギーシステム

給湯（厨房等）

燃料

電池

□ IP電話の在室検知機能利用の

省エネ制御

□在室者参加型温度設定制御と
双方向情報共有システム
（コミュニケーションできるBEMS）

□クーリングルームの設置

・住所 ：大阪府高槻市 

・竣工 ：1979 年 

・延床面積：約 6,000 ㎡ 

・構造 ：鉄骨鉄筋コンクリート造 

・階数 ：5 階建て 

・用途 ：事務所（自社ビル） 

外観写真・建築概要 提案システムの全体概要 
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省 CO2技術とその効果 

■行動観察に基づき導き出した省 CO2 対策 

IP 電話の在室検知機能を利用した省エネ制御 ― ① 

在室者が携帯している IP 電話より、在室情報をアンテナエリアごとに取得する。あらかじめ ID デ

ータから各自の男性・女性・年齢等の情報を作成しておき、アンテナから取得した在室情報と照合し

在室人員及びその属性を判別・集計する。例えば、老若、男女の温度に対する嗜好を単純な関数に示

し、集計値に基づく演算結果から温度設定値の変更を行う。どのような人がどこに何人いるかが分か

るため、過度な換気や空調温度設定とならず省 CO2効果が期待できる。 

 

見える化を利用した「在室者参加型温度設定制御」と「双方向情報共有システム」 ― ② 

（コミュニケーションできる BEMS「BICS：Building Interactive Communication System」） 

従来の見える化システムを進化させ、入居者側からの温冷感申告機能を持たせることにより、納得

感のある空調温度設定制御を行う。ビル管理者は入居者が申告する温冷感を確認することにより、過

度な空調を避けることができる。合わせて、見える化画面に申告値の集計結果や施設管理者や設備運

用管理者のコメント等を掲示し、インタラクティブな情報共有を可能とし、低炭素化意識の底上げを

促す計画とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■再生可能エネルギー、省エネルギー機器利用オンサイト発電システム/熱エネルギーシステム ― ③ 

電力・熱エネルギーシステムとして、再生可能エネルギーや省エネルギー機器を導入する。さらに

オンサイト発電設備の総発電量をコジェネレーションで安定化させる制御の実証を行い、将来的なス

マートエネルギーネットワークへの対応（太陽光発電普及時の余剰電力問題や周波数変動対策などの

課題解決）につなげる。既存のコージェネレーションシステムに加え、下記の機器を導入しシステム

を構築する。 

１．太陽光発電 ２．太陽熱温水器（ソーラークーリング） ３．発電機能付 GHP        

４．燃料電池 ５．高効率熱源（排熱投入型吸収式冷温水機） 

 

■ベースとなる省 CO2 手法 ― ④ 

１．変風量制御 

２．変流量制御 

３．外気冷房 

４．照明の高効率化、調光制御 

５．高性能窓ガラスへの入替え 

行動観察に基づく省 CO2 対策の概要図 

基準階
空調機

VAV

明るさセンサー

Hf照明

VAV

シーリング
ファン

ｸｰﾘﾝｸﾞﾙｰﾑ

IPネットワークアンテナ

IP電話

 IPﾈｯﾄﾜｰｸｱﾝﾃﾅ 

ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝできるBEMS 
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建物種別 住宅(共同住宅） 区分 技術の検証

建物名称 所在地 神奈川県横浜市

用途 共同住宅 延床面積 3,358 ㎡

設計者 株式会社NTTファシリティーズ 施工者 株式会社　錢高組

事業期間 平成22年度～平成24年度 CASBEE A（BEE=2.5）

H22-
2-11

事業
概要

磯子スマートハウス（仮称）

概評

集合住宅での利用が難しかった再生可能エネルギーや燃料電池等について、住棟内で電力や熱を融通するこ

とによる効率的な運用方法のほか、見える化やダイレクトプライシング等による居住者の省CO2行動の促進等

について検証する興味深いプロジェクトとして評価し、「技術の検証」として選定した。今後、提案技術の展開に
向けたビジネスモデルの構築を期待する。また、電力・熱の融通を考慮した省エネ行動のあり方を模索すること
も期待したい。

集合住宅版スマートハウスによる
低炭素技術の実証

東京ガス株式会社

提案
概要

環境負荷低減と快適性・利便性を両立させるため、建物へのパッシブ要素の採用、再生可能エネルギーや燃料
電池等分散型システムの積極採用に加え、実生活下で熱・電力の住棟内融通による効率化、エネルギーの見
える化・家電制御・居住者の省エネ行動インセンティブといった省エネライフスタイルの実証を通じて、都市部で
比率の高い集合住宅の低炭素技術、ライフスタイルについて、住宅関連事業者や自治体に対して訴求を目指
す。

 
 

提案の全体像 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■エネルギー融通と統合制御システムの導入 

・集合住宅に再生可能エネルギーや家庭用燃料電池エネ

ファームなどを最大限導入。 

・それらのシステムで創られる熱や電気のエネルギーを

「統合制御システム」で管理し、住棟内で分け合いま

す。 

・さらにエネルギー負荷を削減するために高断熱仕様、

風や光を生かしたパッシブ設計を取り入れています。

太陽光発電 

25kW 

SOLAMO 屋上設置型

10 ㎡ 

蓄電池 

電気自動車 

エネファーム 

計 10 台 

■ＨＥＭＳ 

・住まい手に棟全体の創エネルギ

ー量、エネルギー使用量などを

ＨＥＭＳによって伝えます。 

・併せてインセンティブを伴った

省エネ行動を提案し、住まい手

自ら選択して、行うことができ

ます。 

エネルギー融通の省エネルギー効果、ＨＥＭＳやインセンティブの設定などによりに

より住まい手の行動がどのように変化するのか検証をしていきます。 
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省 CO2技術とその効果 
① エネルギー融通 

これまで集合住宅への導入が比較的遅れていた再生可能エネルギーの設備を最大限導入します。 

太陽光発電 25kW を屋上に設置、太陽熱ガス温水システム SOLAMO 屋上設置型を 10 ㎡屋上に設置、

家庭用燃料電池エネファームを 4戸に 2台、計 10 台設置します。 

太陽光発電で創られた電気はエネファームで創られた電気と併せて住棟全体に融通して供給され、

さらに最適制御をしていきます。余った電気は蓄電池に充電され、電気自動車のカーシェアリング

として住まい手が利用できます。 

エネファームで創られた熱は 4 戸で融通します。SOLAMO 屋上設置型で作られた熱は複数住戸で融

通します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

② 統合制御システムの導入 

統合制御システムにより、太陽光発電で創られる電気を優先的に使い、燃料電池を高効率運転する

ことなどで建物全体省エネ性を向上します。また、棟全体の需要と供給のバランスを管理し、省コ

ストになるよう制御していきます。 

更に停電対応として、系統電力が停電した時に、蓄電池、エネファームで各住戸への電力供給を行

います。 

③ パッシブ設計の導入 

既存の地形を利用し、建物の南北に大きな緑地を設け、

夏場のエリア温度上昇を抑制したり、自然の風や光を

積極的に取り入れたりするようなパッシブ設計を採

用します。建物は、等級４超の外断熱、サッシは LOW-E

のペアガラス、換気は全熱交換器を採用します。また、

住戸では通風、採光の良いメゾネット住戸を一部採用

し、各戸に通気専用窓を設置しています。これらによ

り、冷暖房のエネルギー負荷、照明の使用時間の軽減

が期待できます。 

④ HEMS によるエネルギーの見える化とインセンティブの設定 

住まい手に棟全体の創エネルギー量や各住戸のエネルギー消費量を HEMS によって伝えます。エネ

ルギーの使用履歴や棟内のランキングを確認できたリ、一つ一つの行動のエネルギー使用量を計測

することができ、省エネ行動を促進します。 

また、これまでのエネルギー使用状況により省エネ行動アドバイスを送付します。その省エネ行動

が実践された場合にポイントを付与し、住まい手の省エネ行動への意欲を盛り立てます。 
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建物種別 住宅(戸建住宅） 区分 新築

建物名称 所在地 －

用途 戸建住宅 延床面積 － ㎡

設計者 － 施工者 －

事業期間 平成22年度～平成23年度 CASBEE A～S（BEE=3.4）

H22-
2-12

事業
概要

－

概評

パッシブ設計や断熱仕様の強化、高効率設備の採用など、住宅の省エネ性能をバランスよく向上させるととも

に、建設段階での多様な省CO2への取り組み、居住者の省CO2行動を喚起する工夫など、ライフサイクル全般

でLCCMに向けた取り組みを行う点を評価した。特に、建設段階における主要構造材の国産材率100％、バイオ

マス燃料による木材乾燥など、意欲的な取り組みと、関連製材業者への省CO2乾燥技術の波及効果を評価し

た。

サステナブルエナジーハウス(省CO2タイプ) 住友林業株式会社

提案
概要

LCCMの観点から、主要構造材の国産材率100％やバイオマス燃料を利用した木材乾燥などによるイニシャル

（建設時まで）でのCO2削減と、高い断熱性能や植栽等も活かした高度なパッシブ設計などによるランニング（居

住時）でのCO2削減を、バランスよく取り組むことでLCCM住宅実現に向けて、1stステップとなる住宅モデルを提

案する。また、Web上のコミュニケーションツールを活用することで、より実効性・波及性が高い省CO2行動の取り

組みが期待できる。

 

 

提案の全体像 

ＬＣＣＭの観点から、イニシャル（建設時まで）とランニング（居住時）での CO2削減をバランスよく

取り組むことでＬＣＣＭ住宅実現に向けて、１st ステップとなる住宅モデルを提案した。 

【イニシャル CO2 削減の取組み】 

①部材調達から建設過程での CO2排出を植林によりオフセット 

②主要構造材の国産材率１００％ 

③バイオマス燃料による木材乾燥の推進 

④物流中継センターによる資材配送の集約化 

⑤施工管理システム（ＩＴ）の活用 

【ランニング CO2 削減の取組み】 

①断熱性向上と風・太陽・緑を活用したパッシブ設計（涼温房） 

②再生可能エネルギーの活用（太陽光発電システム５ｋＷ以上） 

③高効率設備、節湯・節水設備の導入 

④低炭素型ライフスタイルへの誘導（見える化、Web の活用） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

節水：（節湯水栓・食器洗
浄器・節水型便器）

雨水利用：雨水タンク

ホームＩＴシステム
によるエネルギー

消費の見える化

二方向開口で風の通り道をつくる

室内外温湿度計

次世代省エネⅡ地域の断熱仕様

高効率エアコン（省エネラベル★★★★★）

給湯：エコキュート
（ＡＰＦ3.6以上）

高効率照明器具  （ＬＥＤ照明など）

南面にLｏｗ-Ｅ断熱クリアガラス
を使用し、冬の太陽熱を取込む

太陽光発電システム５ｋＷ以上
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省 CO2技術とその効果 

① 植林によるオフセット 

住宅の床面積の 2 倍相当の植林を行い、10 年間にわたり管理、育林することで、住宅の主要構造材

の伐採から建築施工までに排出される CO2（一棟当たり 6ｔ－CO2）をオフセットする。 

 

② 主要構造材の国産材率１００％ 

国産材の採用、さらに直径の小さな丸太や短尺材、根曲がり部分などの未利用材も資材として使用

することで、海外からの輸送による CO2 排出量を削減するとともに、日本の森林保全を推進する。 

 

③ バイオマス燃料による木材乾燥の推進 

使用する国産材は、平均 91％のバイオマス燃料（木屑等）による乾燥化を実現。今後、計画的にバ

イオマス燃料化を推進し、100％化及び製材業への波及を図る。 

 

④ 物流中継センターによる資材配送の集約化 

全国 27 ヶ所に設置した物流中継センターの活用により、資材配送を集約化し、輸送段階での CO2

削減を図る（従来に比べ約 1/3 の配送回数を実現）。 

 

⑤ 施工管理システム（ＩＴ）の活用 

施工管理システム（IT）の活用により、電子化された図面・仕様書・工程管理の共有化、電子受発

注によるペーパレス化及びムダの削減を行い、施工段階での CO2削減を図る。 

 

⑥ 断熱性向上と風・太陽・緑を活用したパッシブ設計（涼温房） 

・「次世代省エネルギー基準を超える断熱性能へ強化」し、省エネ化を図る。 

・「建物の南面は真南±30 以内に配置」し、「南面窓のガラスは Low-E 断熱クリア＋軒や簾による

日射遮蔽、その他の面は Low-E 遮熱クリア」とし、太陽熱を冬は有効に取り入れ、夏は遮蔽する。 

・通風措置として全居室は「2 方向開口」又は「1 面開口＋室内欄間ドア or 引戸」とし、さらに風

圧・温度差換気促進のため「開閉式トップライト」を設置する。 

・「熱負荷、通風、日照シミュレーション」を実施し、敷地に適した計画を行う。 

 

⑦ 再生可能エネルギーの活用 

・太陽光発電システム（５ｋＷ以上）を搭載する。 

 

⑧ 高効率設備、節湯・節水設備の導入 

・空調設備：主要な居室のエアコンは省エネラベル★★★★★の機器を設置。 

・給湯設備：エコキュート（APF3.6 以上）を設置。 

・照明設備：居間の主照明器具は、省エネ基準達成 100％以上の蛍光灯又はＬＥＤ照明を設置。 

・衛生設備：節水型便器、暖房便座（省エネ基準達成率 100％以上）を設置。 

・節水設備：食器洗浄機、浴室水栓・台所水栓（節湯タイプ）、雨水タンクの設置。 

 

⑨ 低炭素型ライフスタイルへの誘導（見える化、Web の活用） 

・「ホームＩＴシステム」又は「省エネナビ」を設置し、エネルギー消費を見える化する。 

・「室内外温湿度計」を設置し、窓明け換気・通風等を促進させる。 

・オーナー参加型住まい方アイデア公開サイト『エコ百科』への参加により、引渡し後のエコ行動

の推進・誘発を図る。 
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建物種別 住宅(戸建住宅） 区分 新築

建物名称 所在地 －

用途 戸建住宅 延床面積 － ㎡

設計者 － 施工者 －

事業期間 平成22年度～平成23年度 CASBEE S（BEE=4.5）

H22-
2-13

事業
概要

－

概評

太陽光発電、太陽熱利用高効率給湯器などの省CO2技術の導入に加え、パッシブ設計や住まい手の省エネ意

識を喚起する様々な仕組み等によってLCCM住宅を目指す点を評価した。特に、Webを利用した見える化・省エ
ネ協議会による取り組みをベースとし、室内外の温度の見える化など、住まい手の気づきによって省エネ行動を
促進しようとする取り組みを評価した。

ｱｸﾃｨﾌﾞ&ﾊﾟｯｼﾌﾞによる "見える化" LCCM住宅 三洋ホームズ株式会社

提案
概要

大規模な太陽光や太陽熱の設置を容易にし、気象情報と街並みを勘案したデザインと機能を兼ね備えた建物シ
ルエット、窓、設備、ソフトの導入とともに、「省エネ機器の導入＋“見える化”」に、新たに製造・建設時、周辺を
含む建物環境などの“見える化”を追加することにより、居住者への“気づき”をうながし、 “行動”を実施してい
ただくことで、先進設備の導入にだけに頼らない“快適でスマート”な、LCCM住宅の実現を目指す。

 
 

提案の全体像 

【方向性 ～ 入居者の“気づき”と“行動”をうながし、省ＣＯ２へつなげる ～】 

当社での平成 20 年度先導事業を通し、省エネ機器の効率を向上させるための居住者の行動（ｅx.

毎日、明日の天気を考えボタンを押す）は価値あるものと評価できた。今回は、前回までの「省エネ

機器の導入＋“見える化”」に加え、新たに建築的なパッシブ要素の備えや製造・建設時、周辺を含

む建物環境などの“見える化”を追加することにより、居住者への“気づき”をうながし、 “行動”

を実施していただくことで、先進設備の導入にだけに頼らない“快適でスマート”な、ＬＣＣＭ住宅

の実現を目指す 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

中間期・夏モード

三洋ﾎｰﾑｽﾞ 

Ｈ20年・21年省ＣＯ２ﾓﾃﾞﾙ事業 

分析・ｱﾄﾞﾊﾞｲｽ 

ｸﾞﾘｰﾝＮｅｔ協議会 

ｸﾞﾘｰﾝ Net ﾀｳﾝ 

比較 

断熱強化 

 

 

太陽光発電 

太陽熱集熱 

太陽熱利用 

エコキュート 

ホームページ、メール 
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省 CO2技術とその効果 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

〈参考〉※下記データについては建築研究所内で使用とし、公開はしません 

 

 
【 「ベーシック」から「ＬＣＣＭ±０」への主な取組み 】 

①生産における省エネ効果 

・生産工場の副産物再利用率向上 

・生産工場の高効率生産による消費電力量低減 

・物流拠点および物流系統見直しによるトラック燃料費量の低減 

・施工現場への分別ルール化徹底による廃棄物の削減。リサイクル率向上 

②シルエット 

  ・建物シルエット（太陽光大量設置、及び日照、通風）   

  ・エアサーキュレーター 

③建物断熱性能強化＋省エネ照明 

 ・断熱性能Ｑ＝2.1 以下 （トップランナー基準の導入） 

 ・ＬＥＤ照明 

④太陽熱利用エコキュート、（又はヒートポンプ床暖房）による効果 

⑤太陽光発電によるオフセット 

・太陽光発電システム：5ｋＷ以上を設置 

⑥ “見える化”  

・消費エネルギーの見える化（自身に加え、他世帯との比較）  

・周辺を含む建物環境の見える化 

・生産、建設、修繕、解体時のＣＯ2排出量の見える化 

    

[太陽光発電とシルエット] 

[太陽熱利用エコキュート] 
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建物種別 住宅(戸建住宅） 区分 新築

建物名称 所在地 －

用途 戸建住宅 延床面積 － ㎡

設計者 － 施工者 －

事業期間 平成22年度～平成24年度 CASBEE A～S

H22-
2-14

事業
概要

－

概評

九州地域の気候風土に配慮した設計手法をベースに、国産材・天然乾燥木材の利用等の建設段階の省CO2へ

の取り組み、設備を含む住宅の省エネ性能の向上、見える化やアドバイザーによる省CO2行動喚起などによっ

てLCCM住宅を目指す点を評価した。特に、天然乾燥の木材・イグサを始め、リサイクル建材の積極的な採用な
ど、建設段階における前向きな取り組みを評価した。

天然乾燥木材による循環型社会形成LCCM住宅
プロジェクト ～ハイブリッドエコハウス～

エコワークス株式会社

提案
概要

建設時について重油ボイラーを一切使わない天然乾燥木材・天然乾燥イグサの安定的な供給体制の構築、地
産地消による輸送距離の低減、木材以外の材料にも一部再生材を利用、基礎形状の合理化によるコンクリート
立米数の低減を行なう。また居住時の省エネ措置として、高効率な設備・躯体性能の採用、暮らしのエコアドバ
イザーにより継続した極細やか省エネアドバイスを行うことなど、トータルでLCCM住宅を社内で基準化し、波及・
普及に寄与する。

 
 

提案の全体像 
 森林認証国産材活用や天然乾燥による低炭素な建築手法で建設時のＣＯ２排出を低減させ、 住宅の省エネ＋創エ

ネによる居住時のカーボンマイナスの取組みを推し進めると同時に、住宅の長寿命化によりカーボンマイナス期間

の長期化を図ります。このように、住宅のライフサイクル（建設～居住時の改修・維持管理～解体）の全体を通じ

てＣＯ２排出をマイナスとするＬＣＣＭ住宅を目指した住宅を提案する。又、木材の製造にあたっては地域木材を

使用することで循環型社会形成にも貢献する。 

 A : 建築材料生産時と建設時の排出ＣＯ２の削減  

 構造用・内装用木材とイグサ（畳）には乾燥工程に重油を用いない天然乾燥材、サッシ・ドア部材にはリサイ

クル・アルミ材、壁の充填断熱材には新聞古紙リサイクル材であるセルロースファイバーの採用、基礎の内部立上

がり布部を極力排除する設計上の工夫によるコンクリート使用量の削減で、建設時の排出ＣＯ２の削減を図る。 

 B : 運用時における消費エネルギーの削減  

 ＣＡＳＢＥＥ戸建―新築2010評価ライフサイクルCO2緑星★★★★★を目指し、下記仕様を新たに導入する。 
躯体性能の向上と、高効率設備の導入により運用時におけるＣＯ２発生量を大幅に削減させ、大容量太陽光発電(
容量は設計による)の設置による余剰エネルギーを生む。尚、緑星★★★★以上を必須とする。 
（住宅事業建築主の判断の基準において、基準達成率140％以上（ＰＶを評価に含めない）） 

 
 C : エネルギーの生産＆消費の見える化とグリーン電力の購入義務化による居住時の省ｴﾈ実効性向上    

 提案する住宅における初年度一年間の居住において CASBEE 評価上の想定された余剰エネルギーが得られなか

った場合、その不足分をグリーン電力証書の購入を建築主へ義務化する。なお、過多なエネルギー消費の家庭につ

いては、NPO くまもと温暖化対策センター指定の暮らしのエコアドバイザーによる省エネライフのアドバイスを

行い、居住時の２年目以降の省 CO2化をより確実なものにする。 
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省 CO2技術とその効果 

 

 A: 建築材料生産時と建設時の排出ＣＯ２の削減  

 下記、①～⑤の先導的取組みによる、建設時の CO２削減量は、計４６９４kg-CO2/棟 

 今回、ＬＣＣＭ住宅を目指すために太陽光発電を搭載するが、太陽電池パネル製造時のＣＯ２排出は大きく、そ

のペイバックタイム短縮に貢献するため、木材生産時などのＣＯ２排出量を削減することが必要と考える。 

①木材の天然乾燥とバイオマス燃料低温乾燥システムによる省 CO2 

 近くの山の木を山で葉付き乾燥し、太陽と風の自然エネルギーを利用した乾燥方法を取ることによって乾燥時の

ＣＯ2 の発生をおさえた「天然乾燥」による木材を使用する。また、工場から出る木材の端材及び廃材をバイオマ

ス燃料として有効活用した木材乾燥における低温の乾燥設備（カーボンゼロ）を、天然乾燥の補助的な乾燥設備と

して稼働させている。 

②畳に使用するイグサの生産を天然乾燥で行なう。（熊本県八代はイグサの産地） 

 先導的取組みとして、イグサ生産を天然乾燥で行うことで、通常乾燥時の重油と電気使用量を削減する。 

③リサイクルアルミ材（約 35％程度）を開口部に採用 

 アルミリサイクル比率 35％のトステム社製のサッシを採用することで、アルミ生産時の CO2排出を抑える。 

④壁断熱材にはセルロースファイバーを採用  

 新聞古紙のリサイクル材であるセルロースファイバー採用することで、一般的に用いられるグラスウール断熱材

と比較し製造時のＣＯ２排出量を削減することができる。 

⑤基礎コンクリート立米数の低減 

 設計上の工夫により耐力壁を外周に集中させ、建物内部の基礎の立上がり布部を極力排す事で、コンクリート使

用量を削減する。  

 

 B: 運用時における消費エネルギーの削減  

 ＣＡＳＢＥＥ戸建―新築 2010 評価ﾗｲﾌｻｲｸﾙ CO2緑星★★★★★を目指し下記仕様を新たに導入する。 

 住宅事業建築主基準の判断の基準における、基準達成率 140％以上（ＰＶを評価に含めない） 

①断熱性能について：断熱材や開口部仕様の断熱性能を向上させることにより、熱損失係数 Q 値を 1.9 相当（「住

宅事業建築主の判断の基準」の「断熱性能区分」選択区分（オ））とする。九州地域の気候風土に配慮し、夏の冷

房負荷軽減を考慮し、外部日射遮蔽としてオーニングの採用、地冷熱を利用した地冷熱採涼システムを採用。 

②冷暖房設備について：主要な居室について、広さに合わせた適切な容量で、かつ、トップランナー基準値を満た

す性能を持つ高効率なエアコンを設置。 

③家電設備について：新規に家電を購入する際に、省エネ性能の高い家電の購入を促すために、経済産業省資源エ

ネルギー庁発行の『なるほど！統一省エネラベル』を配布。 

④照明設備について：全灯を蛍光灯又はＬＥＤによる照明計画で消費電力量を低減する。 

⑤給湯設備について：高効率なＨＰ式給湯機の採用、配管経路は小口径配管を採用する。 

⑥太陽エネルギー利用について：大きな屋根形状デザインを社内で独自に基準化し、大容量太陽光発電(容量は設計

による)を設置する。更に、太陽熱利用 HP 給湯器を併用。 

⑦電気自動車充電用コンセント：電気自動車充電用コンセントを設置することにより、将来的な太陽光発電の余剰電

力の蓄電に備える。 

 

 C: エネルギーの生産＆消費の見える化とグリーン電力の購入義務化による居住時の省ｴﾈ実効性向上    

 提案する住宅における初年度一年間の居住において CASBEE 評価上の想定された余剰エネルギーが得られなか

った場合は、その不足分についてグリーン電力証書の購入を建築主へ義務化する。 

 太陽光発電による発電と生活上の消費エネルギーを見える化するために、高性能省エネナビを設置する。高機能

省エネナビは回路ごとの消費電力量を見ることができるため、よりきめ細かな省エネライフのアドバイスを可能と

する。 
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